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資料１

改正弁理士法の施行状況について

１．弁理士の業務の見直し

弁理士の業務として、工業所有権の出願手続代理等の従来業務に加え、裁判外紛

争処理や、非独占業務としての知的財産の契約代理等の業務を追加し、知的財産関

連の法務サービスを充実強化。他方、従来の弁理士の独占業務範囲を縮減（登録手

続等の代理）し、多様な民間サービスの参入を促進。

《ポイント》

○権利取得業務のみから、知財取引・裁判外紛争処理サービスの担い手としても活

躍可能

○弁理士の独占業務を一部開放し、民間サービスの参入を促進

( ) 仲裁機関の指定1
平成１３年２月５日付けで、弁理士法施行規則第１条に基づき「日本知的財産仲裁

」 「 」（ 、（ ） ） 。センター 及び (社)国際商事仲裁協会 現 社 日本商事仲裁協会 を指定した

【指定仲裁機関の実績】

日本知的財産仲裁センター：仲裁申立：３件(内、弁理士の代理１件）

調停申立：６５件(内、弁理士の代理３１件）

ＪＰドメイン名紛争処理申立：３８件（内、弁理士の

代理１５件）

現在)(指定以降 H18.3.31

(社)日本商事仲裁協会 ：仲裁・調停申立１０６件（ただし、知財関係は０件）

現在)(指定以降 H18.3.31

※ 平成１７年の不正競争防止法の一部を改正する法律（同年１１月施行）により、当

該仲裁機関においては、著作権についても裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）代理の対象

となった。

( ) ライセンス契約等の代理・相談業務の明確化2
知的財産権等（著作権を含む）に関する契約の仲介・代理業務やこれらに関する相

談業務について、平成１４年２月１日より弁理士として行うことができる業務となっ

た。
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( ) 水際（税関）における輸入差止手続等の代理業務3
知的財産権を侵害する物品について、その輸入差止申立を行う前に権利者、輸入者

双方から主張、立証を行わせる認定手続及び認定手続の申立手続について、権利者の

代理人として関与することが認められた。

( ) 専権業務の縮小4
特許料・登録料の納付手続や特許原簿等への登録申請手続等、権利取得後の手続の

うち比較的専門性の低いと考えられる手続（弁理士法施行令第６条）の代理業務につ

、 、 。いては 弁理士の独占業務から除外し 誰でも業として行うことができることとした

２．特許権等の侵害訴訟代理権の付与

弁理士への侵害訴訟代理権の付与については、弁理士法の全面改正を答申した平成

１１年１２月の工業所有権審議会においても議論がなされたが、司法制度改革全体の

枠組みの中での検討が必要として司法制度改革審議会に検討要請が行われた。同審議

会においては、知的財産関係事件への総合的な対応強化と隣接法律専門職種の活用等

の観点から検討がなされ、平成１３年６月の意見書において、弁理士に信頼性の高い

能力担保措置を条件に、侵害訴訟代理権を認めるべきとの提言がなされた。

上記意見書を踏まえ、特許権等の侵害に係る訴訟に関する裁判所における手続の一

層の充実及び迅速化を図るため、知的財産権に関する専門的知見を有する弁理士に、

特許権等侵害訴訟における訴訟代理権の付与を行うことをその内容とする弁理士法の

一部を改正する法律が平成１４年４月１７日に公布された。

特許権等の侵害訴訟（弁護士が訴訟代理人になっている事件に限る ）における訴。

訟代理権を弁理士に付与する（従来から補佐人としては関与が可 。このため、訴訟）

代理権の付与を希望する弁理士に対し信頼性の高い能力担保措置を講じる。弁理士

の出廷について、共同受任している弁護士との共同出廷が原則であるが、裁判所が

相当と認めるときは、単独出廷ができる。

《能力担保措置のアウトライン》

○訴訟代理権の取得に意欲を有する弁理士が対象

○研修及びその効果確認を主たる目的とする試験により構成

○研修は、民事訴訟に関する実務的なもの（民事訴訟実務に関する講義及び模擬事

例を用いた演習形式の研修等）が中心

○研修の骨格等は国が定めるとともに、その実施主体は日本弁理士会

○試験においては、研修修了者が、民法・民事訴訟法の基本的知識を備え、かつ研

修内容を修得していることを確認

（ ）※ 能力担保研修及び特定侵害訴訟代理業務試験の実施状況については別添参照 別添２
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３．弁理士試験の見直し

弁理士試験における受験者の負担を軽減し、若く有為な人材の参入を促進するた

め、弁理士試験制度を改革。

《ポイント》

○試験内容の簡素・合理化、大学院修了者及び他資格の保有者への一部試験免除

○著作権法等新規業務に必要な試験の追加

( ) 受験資格要件、予備試験の廃止（平成１３年から実施）1
( ) 新弁理士試験の開始（平成１４年から実施）2
・ 短答式筆記試験の試験科目追加（著作権法、不正競争防止法）

・ 論文式筆記試験の必須科目の削減（５→３科目）

（特、実、意、商、条約 → 特実、意、商）

・ 論文式筆記試験の選択科目の選択数の削減（３→１科目）

（ ）法文系 ＋技術系 から３科目選択 → 法文系 ＋技術系 から１科目選択10 31 1 6
・ 論文式筆記試験の選択科目の他資格の保有者等への免除

選択科目に対応する分野で博士又は修士の学位を取得した者

行政書士

薬剤師

情報処理技術者試験合格者 等

・ 論文式筆記試験の選択科目（技術系科目）に先端技術分野を採用

「バイオテクノロジー 「情報通信工学」」、

( ) この結果、受験者、合格者とも大幅に増加。3
※ 弁理士試験の実施状況については別添参照（別添１）

４．特許業務法人制度の創設

総合的かつ継続的なサービスの実現、弁理士の地域展開の促進を図るため、弁理

士事務所の法人化を解禁するとともに、法改正と併せて、会則で禁じられてきた地

方支所の設置を解禁。

《ポイント》

○社員は２人以上の弁理士

○社員は全て無限責任

○法人の業務は弁理士の業務範囲と基本的に同一

( ) 弁理士事務所の法人化を解禁1
平成１８年３月末日現在で、特許業務法人数は５４である。
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( ) 弁理士会会則で禁じられていた地方支所の設置を解禁2
平成１８年３月末日現在で、全国２９６箇所に支所が設置されており、弁理士ゼ

ロ県は解消されている。

５．弁理士の職責・義務の明確化及び競争制限的規定の見直し

、 、弁理士の職責・義務等の規定の整備を行うとともに 競争促進によるコスト削減

国民へのサービス向上等の観点から、弁理士の報酬額表規定の削除、法改正と併せ

た弁理士の広告制限の撤廃等。

《ポイント》

○弁理士の職責・義務の明確化、懲戒制度の整備

○主務大臣の認可事項の削減、標準額報酬表規定の削除

○広告制限等競争制限的規定の見直し（会則の見直し）

( ) 弁理士の職責・義務規定の整備1
弁理士の職責を定め、常に品位を保持し、業務に関する法令及び実務に精通して、

公正かつ誠実にその業務を行わなければならないこととした（第３条 。また、守秘義）

務や信用失墜行為の禁止等の弁理士の義務の明確化を図るとともに、業務範囲の拡大

に対応して、業務を行えない事件（利益相反行為の禁止）の範囲を拡大することとし

た（第３１条 。）

( ) 懲戒制度の整備2
弁理士に対する懲戒をより実効あらしめるため、業務停止期間の延長（１年から２

年に 、経済産業大臣の調査権（報告徴収権、書類提出命令権）の創設等、懲戒制度の）

整備を図った。

平成１８年３月末現在で改正弁理士法施行後における懲戒処分実績（処分者：経済

産業大臣）は、１人（戒告：平成１６年１２月２４日執行）である。

( ) 競争制限的規定の見直し3
従来、弁理士会の会則記載事項として「謝金及び手数料に関する事項」が法定され

ており、弁理士会が報酬額表を定める際の法律上の根拠となっていたが、規制改革に

よる競争促進の観点から規制緩和推進３か年計画（改定 （平成１１年３月３０日閣議）

決定）を踏まえ、これを削除することとした。これにより、報酬額表のあり方が見直

され、いわゆる標準報酬額表が廃止された。

なお、法改正と併せて広告制限の見直し、ＴＬＯ（技術移転機関）その他の民間企

業への役員就任の円滑化等の弁理士会会則の変更が行われた。



受験志願者数
多枝(短答)
受験者数

多枝(短答)
合格者数

論文合格者数 最終合格者数
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別添１
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特定侵害訴訟代理業務試験の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

訴訟代理人となるのに必要な学識及び実務能力に関する研修

であって、日本弁理士会が実施。 

・ 講師:弁護士、判事等、 

・ 内容:特定侵害訴訟に関する法令、実務、手続等（４５時間） 

 

・  能力担保研修を修了した弁理士を対象に、学識及び実務

能力を有するかどうかを判定するため、論文式筆記試験に

より実施。 

・ 内容：事例問題２題出題。 

 

・ 日本弁理士会において、本試験に合格した旨の付記登録

を実施。登録後、訴訟代理人として業務可能。 

・ 特定侵害訴訟代理人として関与した弁理士は、１５８名。

事件数は、３５４件。（Ｈ１７．３実施。日本弁理士会会員アン

ケート。回収率７２．５％） 

 

○特定侵害訴訟代理業務試験の結果 

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 計 

①能力担保研修修了者 ８４０人 ８０６人 ４１３人 ２，０５９人

②特定侵害訴訟代理試験  

 ⅰ） 志願者数 ８１４人 ９８５人 ６５８人 ２，４５７人

 ⅱ） 受験者数 ８０４人 ９７０人 ６４０人 ２，４１４人

 ⅲ） 合格者数 ５５３人 ６１３人 ４３４人 １，６００人

 ⅳ） 合格率 ６８．８％ ６３．２％ ６７．８％ ６６．３％

③付記登録者数（平成１８年３月３１日現在） １，４７９人

 

①能力担保

研修 

○特定侵害訴訟代理業務試験について 

平成１４年に弁理士法の改正を行い、弁理士の有する専門的知見を産業

財産権に関する侵害訴訟に活用することを目的に、弁理士に対し信頼性の

高い能力担保するための研修を修了した者に対し、特定侵害訴訟代理業務

試験を実施している。その合格者が日本弁理士会において、本試験に合格

した旨の付記を受けた弁理士は、弁護士が同一の依頼者から受任している

事件に限り、訴訟代理人となることができる。 

  （注）特定侵害訴訟とは、特許、実用新案、意匠、商標若しくは回路配置に関する権利の

侵害又は特定不正競争による営業上の利益の侵害に係る訴訟をいう。 

②特定侵害

訴訟代理業

務試験 

 

③付記登録 


